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資料 

神奈川県意欲と能力のある林業経営者の公募・公表制度＿説明会 

１ 意欲と能力のある林業経営者制度の概要

平成 31 年４月１日から森林経営管理法が施行され、この法律に基づき、「森林経営管理

制度」が始まりました。国は、このシステムの中で、市町村から経営管理の再委託を受け

る「民間事業者」として、「意欲と能力のある林業経営者」制度を創設しました。 

（１）森林経営管理制度とは 

①森林経営管理制度 

森林経営管理法により創設された新しい森林管理の方法 

・森林所有者が自ら管理できないが、林業経営に適した森林の場合 

→市町村が意欲と能力のある林業経営者に繋ぎ、林業経営の集積・集約化 

・林業経営に適さない森林である場合 

→市町村が公的管理 

【森林経営管理制度における意欲と能力のある林業経営者の役割】 
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【森林経営管理制度の内容】 

②民間事業者の定義 

造林、保育、素材生産等の林業生産活動を行っている民間の事業者。 

・自己又は他人の保有する森林において、事業主自身若しくは直接雇用している現場作

業員により施業を行う。 

・他者への請負も対象となります。 

（２）意欲と能力のある林業経営者とは 

 ① 根拠法令及び関係通知 

  ・森林経営管理法（平成 30年法律第 35 号） 

   ・森林経営管理法施行令(平成 30 年政令第 320 号) 

・森林経営管理法施行規則（平成 30年農林水産省令第 78 号）

・森林経営管理法の運用について（平成 30 年 12 月 21 日付 30 林整計第 713 号） 

  ・森林経営管理法の手引き、別紙様式集 

  ・森林経営管理制度に関するＱ＆Ａ（平成 30年 12 月 21 日時点版） 

② 意欲と能力のある林業経営者の定義

意欲と能力のある林業経営者とは、市町村からの経営管理実施権の設定を希望する民

間事業者を神奈川県が公募要領に基づき公募し、法第 36 条第２項に規定されている要件

に適合するか審査して、名簿に登録し、公表した民間事業者のことをいいます。 
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※林業経営者とは 

  市町村が策定した、経営管理実施権配分計画の定めるところにより、経営管理実施権

が設定された民間事業者のこと。（意欲と能力のある林業経営者の中から選定。） 

③ メリット 

国は、意欲と能力のある林業経営者に集中的な支援を行います。また、本県独自の取

組として、長期施業受委託事業において、「認定林業事業体のうち、意欲と能力のある

林業経営者として名簿に登録された者」も事業主体に追加する予定です。 

 【国の制度におけるメリット】 

・森林経営管理制度において、森林所有者から経営や管理の委託を受けた市町村が、森

林の経営管理を再委託する民間事業者の候補となることができる。 

・林業成長産業化総合対策における事業主体になる。 

（間伐材生産・資源高度利用型施業・路網整備・高性能林業機械等の整備） 

・造林補助事業の事業主体となる。 

・国有林野事業における受託機会増大への配慮等。

・林業構造改善事業推進資金の利子助成。 

 ・木材産業等高度化資金の利子助成。 

 （林業経営者のみ） 

・林業、木材産業改善資金の貸付の償還期間が 12 年から 15 年に延長される。 

・独立行政法人農林漁業信用基金における経営改善に係るアドバイスの提供。 

【神奈川県の制度におけるメリット】 

・長期施業受委託事業の事業主体となる予定。 

  詳細は、別添の支援パンフレットを参照 

２ 県が行う公募・公表について 

森林経営管理法第 36 条では、県が、市町村から経営管理の再委託を受けることを希望

する民間事業者を公募し、意欲と能力のある林業経営者として名簿に登録し、公表する

ものとされています。この名簿が、市町村が森林経営管理システムにおいて経営管理を

再委託する際の委託先の基礎情報となります。 

このことから、本県の実情等を踏まえながら、必要となる公募要領及び適合基準等を

定めました（令和元年 10 月１日施行）。 

①適合基準 

森林経営管理法第36条第２項 

  １：経営管理を効率的かつ安定的に行う能力を有すると認められること 

  ２：経営管理を確実に行うに足りる経理的な基礎を有すると認められること 

【本県における適合基準】公募・公表要領別紙２のとおり 



4 

※伐採作業と造林作業の連携等に関するガイドライン（基準番号６関係） 

本ガイドラインは、伐採事業者や造林事業者が行う主伐から再造林までの各作業の基本

的な事項をまとめたものです。 

本県における主伐を適切に行い、主伐後に造林未済地を発生させることなく、持続的な

林業経営を行うために、伐採事業者、造林事業者が自主的に作成する行動規範の指針とな

るものでもあります。 

②取消基準 

(1) 基準番号８から10のいずれかを満たさないことが確認された場合 

(2) 意欲と能力のある林業経営者が個人の場合にあってはその死亡、法人の場合にあっ

てはその消滅、解散等が確認された場合 

(3) 意欲と能力のある林業経営者からの申出があった場合 

(4) 申請書類又は変更届出等の内容に虚偽の記載が確認された場合 

(5) その他知事が判断した場合 

（具体的には） 

基準番号８：コンプライアンスに対する違反があった場合 

 基準番号９：常勤役員を設置していない場合、意欲と能力のある林業経営者に登録さ

れた日から３年を経過した日以降、最初の総会等の時までに設置しない場合 

 基準番号10：直近の事業年度における経理状況が良好でなくなった場合 

情報を県が把握した時点で、基準に照らして取消となる場合もあります。 
（取消の場合は、県ホームページで取りやめた民間事業者名とその理由を公表すること

になります。） 

③公募の対象者と対象エリア 

・県内に事業所を有する民間事業者の皆様で、市町村から経営管理実施権の設定を希望

する方 

・対象エリアは全県（その内、経営管理実施権の設定を希望する市町村を申請） 

・民間事業者とは、自己又は他人の保有する森林において、事業主自ら、もしくは直接 

雇用している現場作業職員により又は他者への請負により、造林、保育、素材生産等の 

林業生産活動を行っている事業者であり、森林組合・会社・個人経営等の組織形態は問 

わないものです。 

 ・事業所とは、それぞれ独立して雇用管理を実施し得る区分を指し、労働基準法の事業

場をいいます。 
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 ④公募・公表のスケジュール 

 令和元年 10 月 28 日（月） 公募・公表制度の説明会 

令和元年 11 月 18 日（月） 公募の開始（土日含まず 30 日間） 

令和元年 12 月 27 日（金） 公募の終了 

令和２年１月から３月  適合基準に基づき応募申請書の内容を県庁で審査 

（令和２年１月末日までに各地域県政総合センター等での書類確認） 

（確認次第、順次書類の送付（県政総合センター→森林再生課）） 

 （応募申請書は経営管理実施権の設定を希望する市町村へ提供します。） 

令和２年３月 31 日まで  名簿への登録及び県ホームページでの名簿の公表 

注）公募の時期は、毎年度１回とし、県ホームページで募集します。 

 ⑤応募申請書類の書き方 

  別紙、神奈川県意欲と能力のある林業経営者応募申請書等作成の手引き参照 

【応募申請書について】 

＜様式２の事業実績の算定期間＞ 平成 28 年４月 1日から平成 31 年３月 31 日（３年間） 

＜様式２の５年後の目標時点＞ 令和７年３月 31 日時点（５年後の登録終了時点） 

＜様式４の経理状況の算定期間＞ 応募申請者の直近の会計年度の期間（３年間） 

 例① 平成 28 年４月 1日から平成 31 年３月 31 日（会計年度が３月～４月の場合） 

 例② 平成 27 年 1 月 1 日から平成 30 年 12 月 31 日（会計年度が１月～12 月の場合） 

＜公募（提出）期間＞ 令和元年 11 月 18 日(月)～令和元年 12 月 27 日(金) 

＜提出部数＞ 申請書･添付書類ともに１通 

それらの写し１通 

電子データで作成した場合は電子データ 

提出は各地域県政

総合センター等
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⑥名簿登録期間 

名簿の登録の有効期間は５年間です。 

終期は５年目となる日を含む年度の末日までです。 

⑦外部へ公開される情報の範囲について 

応募申請書の内容は、経営管理実施権の設定を希望する市町村へ提供します。 

  最終的に、神奈川県意欲と能力のある林業経営者に選ばれた場合、名簿へ登録されま

すが、県ホームページで公表されるのは、下記の情報となります。 

(1) 基本情報（商号又は名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地） 

(2) 登録番号、登録年月日、登録期間、変更登録年月日 

(3) 経営管理実施権の設定を受けることを希望する市町村 

⑧実施状況の報告 

 意欲と能力のある林業経営者は、様式２に掲げる今後の目標及び取組について、年 

度末時点での実施状況について、毎年度８月末までに知事に報告する必要があります。 

➢今回の公募に応募申請し、名簿に登録された場合は、初回の報告は令和３年の８月末

になります。

⑨変更について 

・軽微な変更 

  基本情報（商号又は名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地）に変更があった場合

は、届出を知事宛てに提出してください。 

  ただし、既に神奈川県の認定林業事業体である場合は、認定林業事業体の変更届で代

用が可能です。 

・適否に関わる変更 

コンプライアンスの遵守、常勤役員の設置、経理的な基礎に関わる情報に変更があっ

た場合は、変更申請を知事宛てに提出してください。 

  基準に基づき、適否の再判断をしますので、登録の取り消しとなる場合があります。 
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＜各種手続きのフロー図＞ 

内容 民間事業者 
県政総合セン

ター等 
森林再生課 市町村 

新規登録 

実 施 状 況

報告 

適 否 に 関

わる変更 

軽微な 

変更 

登録の 

取消 

応募申請書 

作成 
（新規：様式１）

指導 

・経由

登録（不登録）

登録（不登

録）通知 登録（不登

録）通知

適否判断 応募情報の

提供 

推薦可能 

県 HP で公表 

報告書 

作成 
(様式 10-1.2) 

毎年８月末まで

指導・経由 

内容確認・集計 

場合によっては

取消

変更届出書

作成 
(様式 8) 

指導・経由 内容確認・集計 

県 HP で公表 

変更申請書 

作成 

 (様式 8-1) 

適否の再判断 

登録（不登録）

登録（不登

録）通知 
登録（不登

録）通知

指導・経由

県 HP で公表 

登録（不登

録）通知 

変更通知 変更通知

（写） 
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情報の把握

登録（不登録）

県 HP で 

理由等公表 

不登録通知 不登録通知 不登録通知
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補足 意欲と能力のある林業経営者へと育成を図る林業経営体について 

国は、意欲と能力のある林業経営者の候補となる民間事業者として、「意欲と能力のあ

る林業経営者へと育成を図る林業経営体」制度も創設しました。本県では、意欲と能力の

ある林業経営者制度を創設するまでの移行措置期間において、育成経営体を選定しまし

た。

（１）育成経営体について【本県では 2019 年度末で運用終了】 

① 関係通知 

  ・林業経営体の育成について （平成 30年 12月 27 日付 30 林政経第 408 号林野庁長官通知）

  ・「育成を図る林業経営体」関係 QA（未定稿） （平成 30 年 3 月 1日付）

② 育成経営体の定義 

・意欲と能力のある林業経営者へと育成を図る林業経営体＝森林経営管理法に基づく、

意欲と能力のある林業経営者の候補となる者です。略して、育成経営体、選定経営

体とも呼びます。 

・ホームページへの掲載 

県のホームページに、育成を図る林業経営体（移行措置）について、名簿を掲載してい

ます。 

（２） 留意事項

 今回移行措置期間として選定します、育成経営体制度は、令和元年度末をもって期間終

了とし、それ以降は、意欲と能力のある林業経営者制度を本県では運用していきます。な

お、意欲と能力のある林業経営者にそのまま移行するものではありません。

以上 


